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１　不動産関係事犯の検挙状況

平成26年中における不動産関係事犯の検挙
状況は、検挙件数58件、検挙人員72人となっ
ている。過去５年間の傾向では、検挙件数は
微増傾向、検挙人員はほぼ横ばいであり、同
一人が複数の違反を敢行している状況がうか
がえる。

２　宅地建物取引業法違反の検挙状況

不動産関係事犯のうち、宅地建物取引業法
違反の平成26年中における検挙状況は、検挙
件数23件、検挙人員26人であり、不動産関係
事犯全体に占める割合は、毎年、約４割から
５割の間で推移している。
警察としては、無免許での営業、免許の不
正取得といった法を無視した悪質な違反を中
心に検挙しており、これらの違反が占める割
合は、過去５年間、検挙件数で25％から
67％、検挙人員で55％から77％で推移してい
る。他方で、免許を有している業者が、取引
主任者の設置義務違反や重要事項不告知等で
検挙される事例も、毎年発生している。

３　�主な検挙事例（宅地建物取引業
法違反）

不動産業者Ａらは、事務所に専任の宅地建
物取引主任者を置かないにもかかわらず、同
資格を有するＢを専任の取引主任者として置

く旨の内容虚偽の免許申請書を提出し、平成
23年10月、不正の手段によって宅地建物取引
業の免許を受けた上、同月頃から平成26年３
月頃までの間、専任の取引主任者を置かない
で事務所を開設した。
平成26年５月、不動産業者Ａら２人を宅地

建物取引業法違反（免許不正取得、取引主任
者設置義務違反）で逮捕するとともに、Ｂを
同法違反幇助で検挙した。
� （神奈川）

４　暴力団の関与状況

不動産関係事犯全体のうち、暴力団が関与
した事件の検挙状況は、検挙件数19件、検挙
人員33人であった。暴力団の関与する不動産
関係事犯の検挙については、過去５年間、件
数及び人員とも、全体の３割台から４割台の
割合で推移しており、依然として暴力団が違
法な不動産取引等に根深く関与している状況
がうかがわれる。
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